
改正物流効率化法（中継輸送推進法）が成立 

～中継輸送の拠点整備を国が本格支援～ 

令和 8 年 5 月 13 日、長距離輸送の効率化を目的とした改正物流効率化法が成立しました。 

今回の法改正では、長距離輸送を複数のドライバーで分担する「中継輸送」を国が本格的に推進し、中

継拠点の整備や運営に対してさまざまな支援を行う仕組みが新たに創設されます。 

■中継輸送とは 

長距離輸送の途中で荷物やトラックを別のドライバーへ引き継ぐ輸送方式です。 

例えば、 

大阪 ⇔ 東京 

という長距離運行を、 

大阪 → 浜松 

浜松 → 東京 

のように複数のドライバーで分担することで、日帰り運行が可能となり、ドライバーの負担軽減や労働時

間の改善につながります。 

■なぜ今、中継輸送なのか 

令和 6 年 4 月から改善基準告示が厳格化され、ドライバーの拘束時間や休息時間に関する規制が強化

されました。 

そのため、 

・長距離運行の継続が難しくなる 

・ドライバー不足が深刻化する 

・輸送能力の低下が懸念される 

といった課題への対応策として、中継輸送の重要性が高まっています。 

■今回の法改正のポイント 

① 国による認定制度を創設 

複数の運送事業者が共同で作成する「中継輸送実施計画」を国土交通大臣が認定する制度が創設され

ます。 

② 中継輸送拠点の整備を支援 

認定を受けた中継輸送拠点に対し、 



・税制優遇 

・補助金 

・融資支援 

・開発許可等の手続き簡素化 

などの支援措置が講じられます。 

③ 多くの事業者が利用できる共同拠点を整備 

これまで各社単独で取り組むケースが中心でしたが、今後は複数事業者が共同利用できる中継拠点の

整備が進められます。 

■中継輸送拠点のイメージ 

法改正では、 

・高速道路 IC や SA・PA の近隣 

・荷物の一時保管スペース 

・積替え設備 

・待機スペース 

・シャワーや休憩施設 

・情報システム 

などを備えた拠点を整備することが想定されています。 

■期待される効果 

〇 ドライバーの負担軽減 

〇 日帰り運行の実現 

〇 女性・若年層の採用促進 

〇 人材確保・定着 

〇 労働時間規制への対応 

〇 輸送能力の維持 

〇 将来的な自動運転トラックへの対応 

■今後の動向 

今後、国土交通省から認定基準や補助制度の詳細が示される予定です。 

中継輸送は、2024 年問題への対応だけでなく、将来の物流ネットワーク再構築や自動運転時代を見据

えた重要な施策として位置付けられています。 

大阪府トラック協会としても、今後の制度内容や支援措置について情報収集を行い、会員事業者の皆様

へ随時情報提供してまいります。 


